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(57)【要約】
超音波圧電トランスデューサデバイスは、振動素子アレ
イから成るトランスデューサアレイと、トランスデュー
サアレイ内の振動素子アレイが取り付けられる、基部と
を含む。基部は、振動素子と外部制御回路との間で駆動
信号および感知信号を伝えるための、一体型電気的相互
接続部を含む。基部は、感知信号の駆動および処理を制
御するための集積回路を含んだ、ＡＳＩＣウエハでもよ
い。相互接続部および基部内の制御回路は、多数の振動
素子アレイの下方の実質的エリア内に適合する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電トランスデューサにおいて、
　駆動電極と、基準電極と、該駆動電極および基準電極の間に配置された、圧電素子とを
備えている振動素子、および、
　基部であって、該基部の第１表面上で前記振動素子を支持し、かつ前記振動素子の前記
駆動電極と前記基準電極とに電気的に接続されている集積回路を含んでいる、基部、
を備え、
　　前記駆動電極、前記基準電極、および前記圧電素子の夫々が、各柔軟部分と、該各柔
軟部分に接続した各静止部分とを含むものであり、
　　前記駆動電極、前記基準電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が、前記第１表
面の同じエリアの上に懸架され、かつ前記駆動電極と前記基準電極との間に電圧が印加さ
れていないときに、前記基部の前記第１表面に対して第１方向に湾曲しているものであり
、
　　前記基準電極、前記駆動電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が、前記駆動電
極と前記基準電極との間に印加された駆動電圧に応じて偏向するものであり、
　　前記トランスデューサが、前記基部から前記振動素子を指し示す方向へと向いた露出
外面を備え、かつ前記トランスデューサの該露出外面が、前記振動素子の外面、または前
記振動素子の外面を覆っている柔軟なフィルムの外面、を含むものであり、さらに、
　　前記トランスデューサの前記露出外面が、前記基準電極、前記駆動電極、および前記
圧電素子の、前記柔軟部分の偏向に合わせて偏向するものであることを特徴とする圧電ト
ランスデューサ。
【請求項２】
　前記振動素子が、実質的に同一の振動素子から成る線形アレイの中の１つであり、さら
に前記線形アレイの振動素子が夫々、前記基部の前記第１表面上で各環状支持体により支
持されかつ前記基部内の回路に電気的に接続されていることを特徴とする請求項１記載の
圧電トランスデューサ。
【請求項３】
　前記振動素子が、実質的に同一の振動素子から成る２次元アレイの中の１つであり、さ
らに前記２次元アレイの振動素子が夫々、前記基部の前記第１表面上で各支持体により支
持されかつ前記基部内の回路に電気的に接続されていることを特徴とする請求項１記載の
圧電トランスデューサ。
【請求項４】
　前記２次元アレイが多角形アレイであることを特徴とする請求項３記載の圧電トランス
デューサ。
【請求項５】
　前記基部内の前記回路が、前記２次元アレイの前記振動素子の真下エリアの実質的に範
囲内にあることを特徴とする請求項３記載の圧電トランスデューサ。
【請求項６】
　前記基準電極、前記駆動電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が、環状の前記支
持体の中心部分の上に懸架されていることを特徴とする請求項３記載の圧電トランスデュ
ーサ。
【請求項７】
　前記支持体が金属製リングであり、該金属製リングの第１面側が前記基部の前記第１表
面に取り付けられ、かつ該金属製リングの第２面側が、前記駆動電極および前記基準電極
のうちの、前記基部の前記第１表面により近づいて位置している一方の、前記各静止部分
に取り付けられていることを特徴とする請求項６記載の圧電トランスデューサ。
【請求項８】
　前記支持体が金属製リングであり、該金属製リングが、前記駆動電極および前記基準電
極のうちの、前記基部の前記第１表面により近づいて位置している一方の、前記各静止部
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分に、前記基部の前記第１表面を共晶接合させることにより形成されたものであることを
特徴とする請求項６記載の圧電トランスデューサ。
【請求項９】
　前記基部が、前記第１表面内に形成されたキャビティを備え、かつ前記基準電極、前記
駆動電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が、前記キャビティの上に懸架されてい
ることを特徴とする請求項１記載の圧電トランスデューサ。
【請求項１０】
　前記基準電極の位置よりも前記駆動電極の位置の方が、前記基部の前記第１表面に近い
ことを特徴とする請求項１記載の圧電トランスデューサ。
【請求項１１】
　前記駆動電極、前記基準電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が夫々、前記基部
の前記第１表面から離れるように湾曲していることを特徴とする請求項１０記載の圧電ト
ランスデューサ。
【請求項１２】
　前記駆動電極、前記基準電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が夫々、前記基部
の前記第１表面に向かって湾曲していることを特徴とする請求項１０記載の圧電トランス
デューサ。
【請求項１３】
　前記基準電極が動作中、地電位で維持されることを特徴とする請求項１０記載の圧電ト
ランスデューサ。
【請求項１４】
　前記圧電素子が、各平面部分によって包囲されている各湾曲部分を含み、かつ前記圧電
素子の前記各平面部分と前記各湾曲部分の周囲部分とが、前記圧電素子の前記各静止部分
を形成していることを特徴とする請求項１記載の圧電トランスデューサ。
【請求項１５】
　前記圧電素子の前記各湾曲部分の前記周囲部分の幅が、少なくとも０．５μｍであるこ
とを特徴とする請求項１４記載の圧電トランスデューサ。
【請求項１６】
　前記圧電素子の前記各湾曲部分の前記周囲部分の幅が、０．５から１０μｍであること
を特徴とする請求項１４記載の圧電トランスデューサ。
【請求項１７】
　前記圧電素子の前記各湾曲部分の厚さが、３から６μｍの間であることを特徴とする請
求項１４記載の圧電トランスデューサ。
【請求項１８】
　前記圧電素子の前記各湾曲部分の高さが、１．５から１０μｍの間であることを特徴と
する請求項１４記載の圧電トランスデューサ。
【請求項１９】
　前記圧電素子の前記各湾曲部分の横寸法が、前記第１方向に対して垂直な平面内におい
て１５から８０μｍであることを特徴とする請求項１４記載の圧電トランスデューサ。
【請求項２０】
　前記圧電素子の結晶粒構造が、円柱状でありかつ実質的に整列したものであり、さらに
全てのまたは実質的に全ての、該円柱状結晶粒が、前記圧電素子の前記柔軟部分と前記静
止部分との両方に及ぶ前記圧電素子の表面に対し、局所的に垂直であることを特徴とする
請求項１記載の圧電トランスデューサ。
【請求項２１】
　前記駆動電圧が、１０ボルト以下であることを特徴とする請求項１記載の圧電トランス
デューサ。
【請求項２２】
　前記基部内の前記集積回路が、複数の前記振動素子の前記圧電素子夫々に前記トランス
デューサの前記露出外面を通して加えられた該圧電素子夫々での圧力変化を、個々に感知
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するための、感知回路を含んでいることを特徴とする請求項１記載の圧電トランスデュー
サ。
【請求項２３】
　媒体内に圧力波を生じさせるデバイスにおいて、
　第１遠心端を有しているハンドル部分、および、
　前記ハンドル部分の前記第１遠心端に近接して該ハンドル部分に取り付けられた、振動
部分、を備え、前記振動部分が、
　　共通基準電極を共有している複数の振動素子であって、該振動素子の夫々が、各駆動
電極と、該各駆動電極および前記共通基準電極の間に配置された、各圧電素子とを備えて
いる、複数の振動素子、および、
　　基部であって、該基部の第１表面上で前記複数の振動素子を支持し、かつ前記複数の
振動素子の前記駆動電極と前記共通基準電極とに電気的に接続されている集積回路を含ん
でいる、基部、を備え、
　　　前記各圧電素子が、各柔軟部分と、該各柔軟部分に接続した各静止部分とを含むも
のであり、
　　　前記各圧電素子の前記柔軟部分が、前記第１表面の上に懸架され、かつ前記振動素
子の前記各駆動電極と前記共通基準電極との間に駆動電圧が印加されていないときに、前
記基部の前記第１表面に対して第１方向に湾曲しているものであり、
　　　前記各圧電素子の前記柔軟部分が、該圧電素子を間に配置している前記共通基準電
極と前記各駆動電極との間に印加された駆動電圧に応じて偏向するものであり、
　　　前記デバイスが、前記基部から前記複数の振動素子を指し示す方向へと向いた露出
外面を備え、かつ該露出外面が、前記複数の振動素子の各外面、または前記複数の振動素
子の外面を覆っている柔軟なフィルムの外面、を含むものであり、さらに、
　　　前記デバイスの前記露出外面が、前記複数の振動素子の前記各圧電素子の前記柔軟
部分の偏向に合わせて偏向するものであることを特徴とするデバイス。
【請求項２４】
　前記複数の振動素子が、振動素子の線形アレイを形成していることを特徴とする請求項
２３記載のデバイス。
【請求項２５】
　前記複数の振動素子が、振動素子の２次元アレイを形成していることを特徴とする請求
項２３記載のデバイス。
【請求項２６】
　前記２次元アレイが多角形アレイであることを特徴とする請求項２５記載のデバイス。
【請求項２７】
　前記基部内の前記回路が、前記２次元アレイの前記振動素子の真下エリアの実質的に範
囲内にあることを特徴とする請求項２５記載のデバイス。
【請求項２８】
　前記振動素子夫々が、前記基部の前記第１表面の上方で各支持体により懸架され、かつ
前記圧電素子の前記各柔軟部分が、前記各支持体の中心部分の上に懸架されていることを
特徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項２９】
　前記振動素子夫々の前記各支持体が金属製リングであり、該金属製リングの第１面側が
前記基部の前記第１表面に取り付けられ、かつ該金属製リングの第２面側が、前記駆動電
極および前記基準電極のうちの、前記基部の前記第１表面により近づいて位置している一
方の、前記各静止部分に取り付けられていることを特徴とする請求項２８記載のデバイス
。
【請求項３０】
　前記各支持体が金属製リングであり、該金属製リングが、前記駆動電極および前記基準
電極のうちの、前記基部の前記第１表面により近づいて位置している一方の、前記各静止
部分に、前記基部の前記第１表面を共晶接合させることにより形成されたものであること



(5) JP 2014-511055 A 2014.5.1

10

20

30

40

50

を特徴とする請求項２８記載のデバイス。
【請求項３１】
　前記基部が、前記振動素子夫々の下方で前記第１表面内に形成された各キャビティを備
え、かつ前記圧電素子の前記柔軟部分が、該各キャビティの上に懸架されていることを特
徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項３２】
　前記共通基準電極の位置よりも前記振動素子夫々の前記各駆動電極の位置の方が、前記
基部の前記第１表面に近いことを特徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項３３】
　前記各圧電素子の前記各柔軟部分が、前記基部の前記第１表面から離れるように湾曲し
ていることを特徴とする請求項３２記載のデバイス。
【請求項３４】
　前記各圧電素子の前記各柔軟部分が、前記基部の前記第１表面に向かって湾曲している
ことを特徴とする請求項３２記載のデバイス。
【請求項３５】
　前記共通基準電極が動作中、地電位で維持されることを特徴とする請求項３２記載のデ
バイス。
【請求項３６】
　前記各圧電素子が、各平面部分によって包囲されている各湾曲部分を含み、かつ前記圧
電素子の前記各平面部分と前記各湾曲部分の周囲部分とが、前記圧電素子の前記各静止部
分を形成していることを特徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項３７】
　前記圧電素子の前記各湾曲部分の前記周囲部分の幅が、少なくとも０．５μｍであるこ
とを特徴とする請求項３６記載のデバイス。
【請求項３８】
　前記各圧電素子の前記各湾曲部分の前記周囲部分の幅が、０．５から１０μｍであるこ
とを特徴とする請求項３６記載のデバイス。
【請求項３９】
　前記各圧電素子の前記各湾曲部分の厚さが、３から６μｍの間であることを特徴とする
請求項３６記載のデバイス。
【請求項４０】
　前記各圧電素子の前記各湾曲部分の高さが、１．５から１０μｍの間であることを特徴
とする請求項３６記載のデバイス。
【請求項４１】
　前記各圧電素子の前記各湾曲部分の横寸法が、前記第１方向に対して垂直な平面内にお
いて１５から８０μｍであることを特徴とする請求項３６記載のデバイス。
【請求項４２】
　前記各圧電素子の結晶粒構造が、円柱状でありかつ実質的に整列したものであり、さら
に全てのまたは実質的に全ての、該円柱状結晶粒が、前記圧電素子の前記柔軟部分と前記
静止部分との両方に及ぶ前記圧電素子の表面に対し、局所的に垂直であることを特徴とす
る請求項２３記載のデバイス。
【請求項４３】
　前記ハンドル部分の長さ寸法のサイズが、該長さ寸法に垂直な幅寸法のサイズよりも大
きいことを特徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項４４】
　前記複数の振動素子が、前記ハンドル部分の前記長さ寸法に実質的に垂直な第１平面内
に配列していることを特徴とする請求項４３記載のデバイス。
【請求項４５】
　前記複数の振動素子が、前記ハンドル部分の前記長さ寸法に実質的に平行な第１平面内
に配列していることを特徴とする請求項４３記載のデバイス。
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【請求項４６】
　前記複数の振動素子が、前記ハンドル部分の前記長さ寸法に実質的に垂直な平面内の、
さらに環状エリアの範囲内に配列していることを特徴とする請求項４３記載のデバイス。
【請求項４７】
　前記複数の振動素子が、前記ハンドル部分の前記長さ寸法に平行でありかつ共通の軸か
ら等距離にある、複数の平面上に、配列していることを特徴とする請求項４３記載のデバ
イス。
【請求項４８】
　前記基部内の前記集積回路が、前記複数の振動素子の夫々を個々に駆動するための駆動
回路を含んでいることを特徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項４９】
　前記駆動回路が、前記複数の振動素子のうちの１以上を、２０ｋＨｚから３０ＭＨｚの
間の周波数で駆動するように構成されていることを特徴とする請求項４８記載のデバイス
。
【請求項５０】
　前記駆動回路が、前記複数の振動素子のうちの１以上を、１ＭＨｚから１５ＭＨｚの間
の周波数で駆動するように構成されていることを特徴とする請求項４８記載のデバイス。
【請求項５１】
　前記駆動回路が、前記複数の振動素子のうちの１以上を、１０ボルト以下の駆動電圧で
駆動するように構成されていることを特徴とする請求項４８記載のデバイス。
【請求項５２】
　前記基部内の前記集積回路が、前記デバイスの前記露出外面を通して前記複数の振動素
子の前記各圧電素子に加えられた該各圧電素子上の圧力変化を、個々に感知する、感知回
路を含んでいることを特徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項５３】
　前記デバイスの最大サイズが、少なくとも２つの直交方向の夫々において、２ｍｍ未満
であることを特徴とする請求項２３記載のデバイス。
【請求項５４】
　媒体内に圧力波を生じさせるデバイスにおいて、
　第１遠心端を有しているハンドル部分、および、
　前記ハンドル部分の前記第１遠心端に近接して該ハンドル部分に取り付けられた、振動
部分、を備え、前記振動部分が、
　　共通基準電極を共有している複数の振動素子であって、該振動素子の夫々が、各駆動
電極と、該各駆動電極および前記共通基準電極の間に配置された、各圧電素子とを備えて
いる、複数の振動素子、および、
　　基部であって、該基部の第１表面上で前記複数の振動素子を支持し、かつ鉛直に延在
している電気的接続部によって前記複数の振動素子の前記駆動電極と前記共通基準電極と
に電気的に接続されている集積回路を含んでいる、基部、を備え、
　　　前記各圧電素子が、各柔軟部分と、該各柔軟部分に接続した各静止部分とを含むも
のであり、
　　　前記各圧電素子の前記柔軟部分が、前記第１表面の上に懸架されているものであり
、
　　　前記各圧電素子の前記柔軟部分が、該圧電素子を間に配置している前記共通基準電
極と前記各駆動電極との間に印加された駆動電圧に応じて偏向するものであり、
　　　前記デバイスが、前記基部から前記複数の振動素子を指し示す方向へと向いた露出
外面を備え、かつ該露出外面が、前記複数の振動素子の各外面、または前記複数の振動素
子の外面を覆っている柔軟なフィルムの外面、を含むものであり、さらに、
　　　前記デバイスの前記露出外面が、前記複数の振動素子の前記各圧電素子の前記柔軟
部分の偏向に合わせて偏向するものであることを特徴とするデバイス。
【請求項５５】
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　前記振動素子が平坦なものであることを特徴とする請求項５４記載のデバイス。
【請求項５６】
　前記各圧電素子が、円柱状結晶粒構造を有するスパッタ圧電層を備えていることを特徴
とする請求項５４記載のデバイス。
【請求項５７】
　前記円柱状結晶粒構造が、前記スパッタ圧電層の表面に対して垂直であることを特徴と
する請求項５６記載のデバイス。
【請求項５８】
　圧電トランスデューサにおいて、
　駆動電極と、基準電極と、該駆動電極および基準電極の間に配置された、圧電素子とを
備えている振動素子、および、
　基部であって、該基部の第１表面上で前記振動素子を支持し、かつ鉛直に延在している
電気的接続部によって前記振動素子の前記駆動電極と前記基準電極とに電気的に接続され
ている集積回路を含んでいる、基部、を備え、
　　前記駆動電極、前記基準電極、および前記圧電素子の夫々が、各柔軟部分と、該各柔
軟部分に接続した各静止部分とを含むものであり、
　　前記駆動電極、前記基準電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が、前記第１表
面の同じエリアの上に懸架されているものであり、
　　前記基準電極、前記駆動電極、および前記圧電素子の、前記柔軟部分が、前記駆動電
極と前記基準電極との間に印加された駆動電圧に応じて偏向するものであり、
　　前記トランスデューサが、前記基部から前記振動素子を指し示す方向へと向いた露出
外面を備え、かつ前記トランスデューサの該露出外面が、前記振動素子の外面、または前
記振動素子の外面を覆っている柔軟なフィルムの外面、を含むものであり、さらに、
　　前記トランスデューサの前記露出外面が、前記基準電極、前記駆動電極、および前記
圧電素子の、前記柔軟部分の偏向に合わせて偏向するものであることを特徴とする圧電ト
ランスデューサ。
【請求項５９】
　前記振動素子が平坦なものであることを特徴とする請求項５８記載の圧電トランスデュ
ーサ。
【請求項６０】
　前記圧電素子が、円柱状結晶粒構造を有するスパッタ圧電層を備えていることを特徴と
する請求項５８記載の圧電トランスデューサ。
【請求項６１】
　前記円柱状結晶粒構造が、前記スパッタ圧電層の表面に対して垂直であることを特徴と
する請求項６０記載の圧電トランスデューサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書は圧電トランスデューサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　圧電トランスデューサは、電気エネルギーを機械エネルギー（音響エネルギーまたは超
音波エネルギーなど）に、かつ同様に機械エネルギーを電気エネルギーに変換することが
可能な、圧電素子を含む。すなわち圧電トランスデューサは、機械エネルギーのトランス
ミッタとしても、衝突する機械的エネルギーのセンサとしても役立ち得る。
【０００３】
　超音波圧電トランスデューサデバイスは、時変駆動電圧に応じて高周波で振動しかつそ
の露出外面に接している伝播媒体（空気、水、組織など）に高周波の圧力波を生じさせる
、圧電振動素子を含み得る。この高周波の圧力波は、他の媒体内へと伝播し得る。この同
じ振動素子で、反射された圧力波を伝播媒体から受け取り、この受け取った圧力波を電気
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信号に変換することもできる。この電気信号を駆動電圧信号と共に処理して、伝播媒体内
の密度のまたは弾性係数の変化に関する情報を得ることができる。
【０００４】
　超音波圧電トランスデューサデバイスは、圧電振動素子のアレイを含み得る。振動素子
アレイが纏って、所望の方向、形状、および焦点を有している圧力波を伝播媒体内に生成
することができるよう、さらに、圧電振動素子アレイが捉えた反射および／または屈折し
た圧力波に基づいて、伝播媒体内の密度のまたは弾性係数の変化に関する情報をより正確
かつ精密に確かめることができるよう、各振動素子を夫々の駆動電圧および時間遅延によ
り個々に制御してもよい。
【０００５】
　従来、多くの超音波トランスデューサデバイスにおいて使用されている振動素子は、バ
ルク圧電材料を機械的にダイシングすることにより、あるいは圧電セラミック結晶が混入
されたキャリア材料を射出成形することにより形成されている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本明細書は、圧電トランスデューサに関連した技術を説明する。
【０００７】
　圧電トランスデューサデバイスは、基部の上方に懸架されかつ基部に取り付けられた、
内面と、伝播媒体に露出される外面とを夫々が有している、１以上の振動素子を含み得る
。この１以上の振動素子は、印加された時変駆動電圧に応じて振動し得、かつ振動素子の
露出外面に接触している伝播媒体に圧力波を生じさせることができる。
【０００８】
　振動素子夫々は、駆動電極と基準電極との間に配置された、圧電素子を含み得る。基部
から離れている方の電極が、振動素子の外側に向いた電極である。駆動電極、基準電極、
および圧電素子の夫々は、各柔軟部分と、柔軟部分に隣接している（例えば、柔軟部分を
包囲している）各静止部分とを含み、ここで駆動電極、基準電極、および圧電素子の各柔
軟部分（言い換えれば、振動素子全体の柔軟部分）は、振動素子に電圧が印加されていな
いときに、基部に対して凹状または凸状に湾曲している。あるいは、振動素子は平坦なも
のでもよい。振動素子夫々の露出外面は、振動素子の外側に向いた電極の外面を含み得、
あるいは振動素子の外側に向いた電極を覆っている柔軟な保護コーティングの外面を含み
得る。
【０００９】
　トランスデューサデバイスにおいて、この同じ１以上の振動素子は、伝播媒体内の反射
された圧力波により加えられた機械的圧力の変化に応じて、感知電圧を電極対間の圧電素
子に亘って生成することができる、感知素子としての役割も果たすことができる。トラン
スデューサデバイスは、時限スイッチに従って、駆動モードと感知モードとを交互に入れ
替えることができる。
【００１０】
　種々の実施態様において、圧電トランスデューサデバイスは、振動素子アレイから成る
トランスデューサアレイと、トランスデューサアレイ内の振動素子アレイが取り付けられ
る、基部とを含み得る。いくつかの実施態様において、基部は、トランスデューサアレイ
の振動素子と外部制御回路との間で駆動信号および感知信号を伝えるための、複数の一体
型電気的相互接続部を含み得る。いくつかの実施態様において、基部は、振動素子アレイ
に駆動電圧信号を送信しかつ振動素子アレイからの感知電圧信号を登録する、集積回路を
含んだ、ＡＳＩＣウエハでもよい。ＡＳＩＣウエハは、多数の振動素子のアレイの下方の
実質的エリア内に適合し得る。トランスデューサアレイ内の振動素子アレイは、一方の側
で共通基準電極を共有し、かつ反対側に個々に制御可能な各駆動電極を有しているもので
もよい。共通基準電極と振動素子の個々に制御可能な駆動電極とを、ＡＳＩＣウエハ内の
集積回路に電気的に接続してもよい。鉛直に配向された相互接続部を、振動素子夫々の駆
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動電極とＡＳＩＣウエハ内の制御回路との間に形成してもよい。鉛直に配向された相互接
続部により、振動素子アレイによって占められた小さい横領域の範囲内に多数の接続部を
収容可能にすることができる。
【００１１】
　種々の実施態様において、圧電トランスデューサデバイス（圧電素子、駆動電極、振動
素子（例えば、湾曲した、または平坦な、圧電振動素子）アレイの共通基準電極、および
ＡＳＩＣウエハ内の集積回路に対して作られた電気的接続部を含む）は、種々の半導体処
理技術（例えば、材料堆積、リソグラフィパターニング、エッチングによるフィーチャ形
成など）を用いて製造することができる。
【００１２】
　本明細書において説明される主題の特定の実施態様は、１以上の以下の利点を実現する
ように実施することができる。
【００１３】
　いくつかの実施態様において、圧電トランスデューサデバイス内の振動素子アレイは半
導体製造プロセスを使用して作製することが可能であり、バルク圧電材料を機械的にダイ
シングすることにより形成された、または射出成形により形成された、振動素子において
実現可能なものよりも、アレイ内の振動素子の寸法およびピッチを、はるかに小さくし得
、かつより精密に制御することができる。振動素子がより小さくなり、かつ隣接する振動
素子間のピッチがより細かくなると、振動素子が受け取る反射圧力波および屈折圧力波に
基づく画像分解能をより高くすることが可能になる。さらに、多数のトランスデューサデ
バイスを、半導体製造プロセスを使用して同一のウエハ上に製造することが可能であり、
個々のトランスデューサデバイスに対するコストを低減することができる。
【００１４】
　種々の実施態様において、圧電トランスデューサデバイスのための制御回路および感知
回路は、湾曲した振動素子アレイの下面に取り付けられた基部内の、ＡＳＩＣ層に提供し
てもよい。ＡＳＩＣ層は、少数の外部入力接続部を用いて多数の内部出力接続部を支持で
きるため、一体型ＡＳＩＣ層を駆動信号の提供のために含んでいるトランスデューサデバ
イスの外部入力ワイヤ数をより少なくすることができ、例えばトランスデューサデバイス
に接続されるワイヤ束を、より薄くすることができる。トランスデューサデバイスのため
の外部入力接続部を収容するのに必要な横領域が減少することによって、トランスデュー
サデバイスの全体のサイズを減少させることができると、デバイスをより小さい空間内で
、すなわちより幅広い種類の用途で、使用することが可能になり得る。さらに、伝送され
た圧力波の、方向、焦点、形状、および／または周波数を処理するための多くの処理ロジ
ックは、ＡＳＩＣ層内で実施することができ、圧電トランスデューサの周辺支援設備（例
えば、外部駆動回路および接続ケーブル）の総コストを低減することができる。いくつか
の実施態様では、外部制御回路、すなわちトランスデューサアレイの真下ではない好都合
な位置に据えられた制御回路に接続している一体型電気的相互接続部を備えた基部を用い
て、デバイスサイズを減少させることができる。
【００１５】
　さらに、所定の印加電圧に対し、湾曲した圧電素子（例えば、平面部分に包囲されたド
ーム状部分を有している圧電フィルム）の変位は、同等のサイズの平坦な圧電膜または圧
電体（ロッドなど）での変位よりも大きくなる（例えば、５～１０倍大きい）。従って、
圧電トランスデューサデバイスの振動素子夫々に湾曲した圧電素子を使用すると、所定の
駆動電圧を用いてより強い圧力波を生じさせることができる。同様に、所定の受入れ可能
な感知電圧レベルに対し、必要とされる機械的圧力はより低いものとなる。例えば、マイ
クロドームトランスデューサアレイから作製された超音波トランスデューサデバイスに必
要となり得る駆動電圧は１０～２０ボルト以下であり、これに対してダイシングされたバ
ルク圧電材料から形成された超音波トランスデューサデバイスにおいて必要な駆動電圧は
１００～２００ボルトになり得る。必要な駆動電圧が低くなると、オーム加熱に起因する
電力消費および損失が低減され得、さらにオーム加熱に起因するトランスデューサデバイ
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ス上での過剰な温度上昇も防ぐことができる。これにより、このデバイスをより幅広い種
類の用途で使用することがさらに可能になり得る。
【００１６】
　さらに、半導体処理技術を用いて得ることができる振動素子が小さいサイズであること
、ＡＳＩＣ層がコンパクトであること、さらに振動素子を駆動させるのに必要な駆動電圧
が低いことにより、圧電トランスデューサデバイスは高精度の医療診断に適し、かつ本明
細書において開示される設計を使用して治療的用途を発展させることができる。例えば、
低電圧、低温、小型のトランスデューサデバイスであるため、患者の肌と接触した状態で
の使用または患者の体内での使用が、より安全および／またはより快適になり得る。さら
に、患者の体内（例えば、目、血管、または脳）の、小さく繊細で接近し難い部分の動的
な画像化が、本明細書で開示されるトランスデューサ設計によって可能になり得る。また
、振動素子への鉛直接続部で振動素子アレイに対応している駆動回路アレイをＡＳＩＣ層
に提供すると、振動素子を密接させて充填することが可能になり得、これにより画質を向
上させることができる。これは、圧電素子を小さい寸法で堆積できる、例えばスパッタリ
ングなどの堆積技術と併せると特に効果的になり得る。
【００１７】
　さらに、湾曲した振動素子の共振周波数およびインピーダンスは、圧電トランスデュー
サの設計および製造プロセスの中で、例えば湾曲した圧電素子のサイズ、形状、および厚
さを変化させることによって制御することができる。従って、様々な動作周波数レンジお
よび様々な種類の伝播媒体（様々なインピーダンスなど）を必要とする用途全てを受け入
れることができる。
【００１８】
　いくつかの実施態様において、湾曲した圧電素子は、湾曲したプロファイル転写基板上
に圧電材料の粒子を堆積させること（例えば、スパッタリング）によって形成することが
できる。あるいは、スパッタ圧電材料は、平坦な圧電素子を形成してもよい。堆積により
形成された、湾曲したまたは平坦な圧電素子は、整列しかつ圧電素子の湾曲または平坦表
面に対して垂直に配向された、円柱状結晶粒構造と、円柱状結晶粒の方向を指し示す、自
然に堆積されたままのポーリング方向とを有している。この整列した円柱状結晶粒構造に
よれば、動作中にもたらされる内部応力がより少なくなり、この圧電素子に対して形成さ
れた圧電トランスデューサの長寿命化に繋がる。
【００１９】
　いくつかの実施態様において、各圧電素子の湾曲部分の周囲部分は動作中に静止したま
まであり、一方湾曲部分の中心部分は駆動電圧に応じて屈曲する。圧電素子の屈曲部分と
静止部分との間の移行点を、圧電素子の結晶粒構造がより整列しているエリア内に設ける
ことによって、圧電素子はこの移行点で生じる高応力にさらに耐えることができ、これが
圧電素子および圧電トランスデューサデバイスの長寿命化に繋がり得る。
【００２０】
　本明細書に記載される主題の１以上の実施態様の詳細を、添付の図面と以下の説明の中
に明記する。本主題の他の特徴、態様、および利点は、その説明、図面、および請求項か
ら明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１Ａ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
【図１Ｂ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
【図１Ｃ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
【図１Ｄ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
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【図１Ｅ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
【図１Ｆ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
【図１Ｇ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
【図１Ｈ】湾曲した振動素子のアレイを含んでいる圧電トランスデューサデバイスの構成
例を示した図
【図２Ａ】湾曲した振動素子を含んでいる１つの例の圧電トランスデューサデバイスの鉛
直断面を示した図
【図２Ｂ】湾曲した振動素子を含んでいる別の例の圧電トランスデューサデバイスの鉛直
断面を示した図
【図３Ａ】電圧または機械的圧力の印加を受けて湾曲した圧電素子の偏向を示す概略図
【図３Ｂ】電圧または機械的圧力の印加を受けて湾曲した圧電素子の偏向を示す概略図
【図４Ａ】湾曲したプロファイル転写表面上に圧電材料粒子を堆積させることにより形成
された、湾曲した圧電素子内の結晶粒構造を示した画像
【図４Ｂ】湾曲したプロファイル転写表面上に圧電材料粒子を堆積させることにより形成
された、湾曲した圧電素子内の結晶粒構造を示した画像
【図５Ａ】圧電トランスデューサデバイス内の一例のマイクロドームトランスデューサア
レイを示した概略上面図
【図５Ｂ】図５Ａに示した圧電トランスデューサデバイス内におけるマイクロドームトラ
ンスデューサアレイの一部の斜視図
【図５Ｃ】図５Ａに示したマイクロドームトランスデューサアレイの拡大上面図
【図６】圧電トランスデューサデバイス内の振動素子アレイ下方の一体型ＡＳＩＣ層内で
実施され得る回路の機能を概略的に示した図
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　層および特徴の多くは、プロセスステップおよび結果をより良く図示するよう誇張され
ている。種々の図面において、同様の参照番号および記号は、同様の要素を示している。
【００２３】
　圧電超音波トランスデューサデバイスは、高周波の時変駆動電圧に応じて振動する圧電
トランスデューサアレイを使用して、伝播媒体（例えば、空気、水、組織、骨、金属など
）内に高周波の圧力波を生じさせることができる。振動しているトランスデューサアレイ
の露出外面を伝播媒体に近づけてまたは接触させて設置し、露出外面の振動により伝えら
れるエネルギーを、伝播媒体内で１以上の方向に沿って伝播している圧力波により伝えら
れるエネルギーと結合させることができる。超音波トランスデューサデバイスは、典型的
には、人の聴覚範囲を超えた周波数の音波を生成する。しかしながら、いくつかの実施態
様では、本明細書の説明に従って作製された圧電トランスデューサデバイスを用いて、人
の聴覚範囲の範囲内またはこれを下回る周波数の音波も生成することができる。
【００２４】
　圧力波が伝播媒体内または媒体間の境界のいずれかにおいて、密度または弾性係数（ま
たは両方）の変化に直面すると、この圧力波は反射される。反射された圧力波の中には、
トランスデューサアレイの露出外面に捉えられて、超音波トランスデューサデバイスの感
知回路により感知される電圧信号に変換されるものもあり得る。感知電圧信号を駆動電圧
信号とともに処理して、伝播媒体内または媒体間の境界での、密度または弾性係数（また
は両方）の変化に関する情報を得ることができる。
【００２５】
　振動しているトランスデューサアレイの各振動素子の振動を、個々に制御し、かつ夫々
の時間遅延および周波数とタイミングを調整すると、所望の形状、サイズ、方向、および
速さを有する、波面を生成することができる。振動素子のサイズおよびピッチ、トランス
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デューサアレイの配置、駆動周波数、および振動素子の各時間遅延と位置を、振動素子上
の感知電圧信号の各強度およびタイミングとともに使用すると、伝播媒体内の密度または
弾性係数のいずれか（または両方）の変化を判定することが可能であり、さらに伝播媒体
内において圧力波がぶつかった物体および／または構造変化の、位置、サイズ、形状、お
よび／または速さを推定することができる。伝播媒体内の物体および／または構造変化の
、位置、サイズ、形状、および／または速さに関する推定された情報は、外部ディスプレ
イ装置上に、例えばカラーまたは単色の画像として表すことができる。超音波トランスデ
ューサデバイスは、ある媒体または複数の媒体内の内部構造変化の画像化に関心がある、
例えば医療診断、製品不良検出、低侵襲手術設備などの多くの用途を見出すことができる
。
【００２６】
　本明細書では、湾曲した振動素子から形成されたトランスデューサアレイを備えている
、圧電トランスデューサデバイスが開示される。湾曲した振動素子は、一対の湾曲した電
極間に配置された湾曲した圧電素子を含み、この湾曲した電極対の各湾曲表面は圧電素子
の湾曲表面に合致している。湾曲した振動素子は平坦な振動素子に比べると、所定の駆動
電圧に応じてより大きい変位を呈し、またより優れた感知感度を示す。
【００２７】
　さらに、半導体製造プロセスを用いて、トランスデューサアレイを製造し、かつ特定用
途向け集積回路（ＡＳＩＣ）ウエハとトランスデューサアレイを一体化させることができ
る。ＡＳＩＣウエハは、トランスデューサデバイスの駆動および感知機能を制御する集積
回路を含み、またトランスデューサアレイの多数の振動素子へと駆動信号を伝送したり多
数の振動素子から感知信号を集めたりするためにＡＳＩＣウエハに必要とされる外部接続
部の数はごく少数である。
【００２８】
　従って、本明細書において開示される、湾曲した振動素子のアレイと一体型ＡＳＩＣウ
エハとを含んでいるトランスデューサデバイスは、小型、軽量であり、優れた駆動および
感知効率を有し、さらに、平坦な圧電フィルムから、またはダイシングされたバルク圧電
材料で作製された素子から形成された、従来のトランスデューサアレイに比べて、必要な
駆動電圧を低くすることができる。
【００２９】
　いくつかの実施態様では、ＡＳＩＣウエハを含まず、トランスデューサデバイスは電気
的相互接続層を含んでもよい。高密度の振動素子アレイが依然得られるように、個々のト
ランスデューサ用のトレースを相互接続層に移動してもよい。トランスデューサデバイス
の駆動および感知機能を制御する回路は、デバイス内の他の場所（例えば、基部の外部ま
たは相互接続層の上流）に位置付けてもよい。
【００３０】
　いくつかの実施態様においてトランスデューサデバイスは、一体型ＡＳＩＣウエハとと
もに、平坦な振動素子のアレイを含み得る。平坦な振動素子は、圧電材料のスパッタリン
グ、またはバルク圧電材料のエッチング（例えば、プラズマエッチング）により形成する
ことができる。鋸切断ではなく、圧電材料のスパッタリングまたはバルク圧電材料のエッ
チングによれば、振動素子を、角丸形状、円形形状、五角形、六角形、または任意の他の
形状など、幅広い種類の所望の形状を有するものとすることができる。これはＭＥＭＳデ
バイスへのウエハレベル集積化を助ける。さらに、トランスデューサアレイの密度は、ダ
イシングされたバルク圧電振動素子の場合のように、鋸刃のサイズに制限されることはな
い。
【００３１】
　図１Ａ～１Ｇは、湾曲した振動素子のアレイを含んでいる、圧電トランスデューサデバ
イスの構成例を示している。
【００３２】
　いくつかの実施態様において、トランスデューサデバイスは、線形または１次元のトラ
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ンスデューサアレイを含んでいる。１次元トランスデューサアレイ内の湾曲した振動素子
は、直線に沿って配列される。線形トランスデューサアレイの振動外面は、この直線に平
行な平面の実質的に範囲内となり得る。図１Ａに示したように、トランスデューサデバイ
ス１０２はハンドル部分１０４を含む。線形トランスデューサアレイ１０６は、ハンドル
１０４の一方の遠心端１０８でハンドル１０４に取り付けられ得、この場合ハンドル１０
４の形状は、トランスデューサアレイ１０６の形状およびサイズに適応するよう変形され
る（例えば、拡大させる、平坦化するなど）。この例においてトランスデューサアレイ１
０６の振動外面は、ハンドル１０４長軸沿いの前方を向き、すなわちアレイ１０６が加工
された基板の外面１０５はハンドル１０４の長軸に垂直である。他の実施態様において、
線形トランスデューサアレイ１０６の露出外面は、ハンドル１０４の長軸に垂直な（また
は鋭角の）方向に沿って横を向いたものでもよい。トランスデューサデバイス１０２のオ
ペレータは、ハンドル１０４を操作して、所望のように（例えば、画像化するエリアに向
けて）線形トランスデューサアレイ１０６の振動外面の向きおよび位置を変化させること
ができる。
【００３３】
　圧電トランスデューサデバイス１０２は随意的に、振動素子の線形アレイ１０６下方の
ハンドル部分１０４内（例えば、拡大されかつ平坦化された第１遠心端１０８内）に、一
体型ＡＳＩＣウエハ（図示なし）を含んでもよい。ＡＳＩＣウエハの外部入力接続部に接
続しているワイヤ１１０を、ハンドル１０４の後端から出して、外部設備（制御装置およ
び／またはディスプレイ装置など）に接続させることができる。
【００３４】
　いくつかの実施態様において、トランスデューサデバイスは２次元のトランスデューサ
アレイを含み得る。各２次元のトランスデューサアレイは、２次元アレイで配列された、
多数の湾曲した振動素子を含み得る。２次元アレイがカバーするエリアは、例えば、長方
形、正方形、円形、八角形、六角形など、種々の形状のものとすることができる。２次元
アレイの振動素子は、直線から成る格子（例えば、正方形格子または六角形格子）や、あ
るいはより複雑なパターンから成る格子上に配列してもよい。２次元トランスデューサア
レイの振動外面は、さらに１平面の実質的範囲内にあるものとし得る。２次元トランスデ
ューサアレイをハンドルに（例えば、真っ直ぐな円筒状ハンドルの一方の遠心端に）取り
付けて、トランスデューサデバイスを形成してもよい。トランスデューサアレイの振動外
面の平面を、（例えば、図１Ｂに示したように）ハンドルの長軸に対して前向きに、例え
ばこの長軸に垂直にしてもよいし、あるいは横向きに、すなわち（例えば、図１Ｃに示し
たように）ハンドルの長軸に平行に（または鋭角に）してもよい。
【００３５】
　トランスデューサデバイスのオペレータは、トランスデューサデバイスのハンドルを操
作して、所望のように（例えば、画像化するエリアに向けて）２次元トランスデューサア
レイの振動外面の向く方向および位置を変化させることができる。
【００３６】
　図１Ｂに示したように圧電トランスデューサデバイス１１２は、ハンドル１１４の第１
遠心端１１８に取り付けられた、前向きの六角形トランスデューサアレイ１１６を含んで
いる。圧電トランスデューサデバイス１１２は随意的に、振動素子の六角形アレイ下方の
ハンドル部分１１４内に、一体型ＡＳＩＣウエハ（図示なし）を含んでもよい。ＡＳＩＣ
ウエハの外部接続部に接続しているワイヤ１２０を、ハンドル１１４の後ろ（例えば、第
２遠心端）から出して、外部設備（制御装置および／またはディスプレイ装置など）に接
続させることができる。前向きのトランスデューサデバイス１１２は、従来の超音波画像
化では実行不可能であった、血管内の超音波（ＩＶＵＳ）画像化に使用することができる
。
【００３７】
　図１Ｃは、横向きの正方形トランスデューサアレイ１２６をハンドル１２４の第１遠心
端１２８に取り付けて含んでいる、圧電トランスデューサデバイス１２２を示している。
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圧電トランスデューサデバイス１２２は随意的に、振動素子の正方形アレイ背面かつハン
ドル部分１２４内部に、一体型ＡＳＩＣウエハ（図示なし）を含み得る。ＡＳＩＣウエハ
の外部接続部に接続しているワイヤ１３０を、ハンドル１２４の後ろ（例えば、第２遠心
端）から出して、外部設備（制御装置および／またはディスプレイ装置など）に接続させ
ることができる。
【００３８】
　いくつかの実施態様において、トランスデューサデバイスは、トランスデューサアレイ
の振動外面が曲線または湾曲表面となるように、曲線に沿って巻き付けられた１次元トラ
ンスデューサアレイ、または湾曲表面の周りに巻き付けられた２次元トランスデューサア
レイを含み得る。
【００３９】
　例えば図１Ｄは、ハンドル１３４の第１遠心端１３８（例えば、拡大、湾曲、かつ平坦
化された部分）に、曲線に沿って延びている線形トランスデューサアレイ１３６を取り付
けて含んでいる、一例のトランスデューサデバイス１３２を示したものである。トランス
デューサデバイス１３２は、ＡＳＩＣウエハ（図示なし）に接続されかつハンドル１３４
の後端から出ている、ワイヤ１４０をさらに含んでいる。
【００４０】
　図１Ｅは、ハンドル１４４の遠心端１４８に、円の円周周りに延びている前向きの線形
トランスデューサアレイ１４６を取り付けて含んでいる、一例のトランスデューサデバイ
ス１４２を示したものである。トランスデューサデバイス１４２は、ＡＳＩＣウエハ（図
示なし）に接続されかつハンドル１４４の後端から出ている、ワイヤ１５０をさらに含ん
でいる。
【００４１】
　図１Ｆは、ハンドル１５４の遠心端１５８に、円の円周周りに延びている横向きの線形
トランスデューサアレイ１５６を取り付けて含んでいる、一例のトランスデューサデバイ
ス１５２を示したものである。トランスデューサデバイス１５２は、ＡＳＩＣウエハ（図
示なし）に接続されかつハンドル１５４の後端から出ている、ワイヤ１６０をさらに含ん
でいる。
【００４２】
　いくつかの実施態様において、図１Ｄ、１Ｅ、および１Ｆに示した線形トランスデュー
サアレイ１３６、１４６、および１５６の各振動素子を、小さい２次元下位アレイで置き
換えてもよい。例えば、各下位アレイは、小さい正方形トランスデューサアレイでもよい
。図１Ｇに示したように、トランスデューサデバイス１６２は、振動素子の多数の正方形
下位アレイ（例えば、正方形下位アレイ１６８）から形成された前向きの２次元環状アレ
イ１６６を、トランスデューサデバイス１６２のハンドル１６４の第１遠心端に取り付け
て含んでいる。トランスデューサデバイス１６２は、ＡＳＩＣウエハ（図示なし）に接続
されかつハンドル１６４の後端から出ている、ワイヤ１７０をさらに含んでいる。
【００４３】
　同様に、図１Ｈに示したように、トランスデューサデバイス１７２は、振動素子の多数
の正方形下位アレイ（例えば、正方形下位アレイ１７８）から形成された横向きのアレイ
１７６を、トランスデューサデバイス１７２のハンドル１７４の第１遠心端に取り付けて
含んでいる。トランスデューサデバイス１７２は、ＡＳＩＣウエハ（図示なし）に接続さ
れかつハンドル１７４の後端から出ている、ワイヤ１８０をさらに含んでいる。
【００４４】
　図１Ａ～１Ｈに示したトランスデューサデバイスの構成は、単なる実例である。トラン
スデューサアレイ全体の振動外面の向きの方向（例えば、前向き、横向き、または他の角
度の向き）および全体形状（例えば、平坦または湾曲、線形、多角形、または環状）、ハ
ンドル上のトランスデューサアレイの位置、およびトランスデューサアレイ上の振動素子
の配置に関する様々な組合せが、トランスデューサデバイスの種々の実施態様において可
能である。
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【００４５】
　さらに、用途（例えば、所望の動作周波数、画像化エリア、画像分解能など）に応じて
、トランスデューサアレイ内の振動素子の総数、トランスデューサアレイのサイズ、およ
びトランスデューサアレイ内の振動素子のサイズおよびピッチを、変化させることも可能
である。一例において線形アレイは、半径５０μｍ、ピッチ２００μｍの、１２８個の振
動素子を含む。別の例において正方形アレイは、７５μｍ、ピッチ２００μｍの１６個の
振動素子を含む。他の構成例を、本明細書の他の部分で説明する。
【００４６】
　本明細書において開示されるように、トランスデューサデバイスのトランスデューサア
レイは、多数の湾曲した圧電振動素子を含む。図２Ａ～２Ｂは、湾曲した圧電振動素子の
２つの構成例を示している。
【００４７】
　図２Ａには、凸状すなわちドーム型の振動素子２０２が図示されている。凸状振動素子
２０２は、トランスデューサアレイの振動外面の一部を（例えば、トランスデューサアレ
イ内の他の振動素子の上部表面とともに）形成する、露出した上部表面２０４を含んでい
る。振動素子２０２はさらに、基部２０８の上部表面に取り付けられる、底部表面２０６
を含んでいる。
【００４８】
　図２Ａに示したように、ドーム型振動素子２０２は、基準電極２１２と駆動電極２１４
との間に配置された、凸状すなわちドーム型の圧電素子２１０を含んでいる。この例にお
いて、基準電極２１２は凸状圧電素子２１０の（基部２０８から離れた方の）上部表面の
上に配置され、一方駆動電極２１４は凸状圧電素子２１０の（基部２０８に近い方の）底
部表面の下方に配置されている。代替例では（図示なし）、駆動電極を凸状圧電素子の上
部表面の上に配置してもよく、一方基準電極は凸状圧電素子の底部表面の下方に配置され
る。
【００４９】
　図２Ａに示したように、凸状圧電素子２１０は、全体を通じて実質的に同じ厚さを有し
た圧電材料の薄層である。この圧電材料の薄層は、平面部分２２０に包囲されている湾曲
部分２１８を含む。中心湾曲部分２１８は、振動素子２０２が取り付けられた基部２０８
から離れるように湾曲している。凸状圧電素子２１０は、例えば平面的な上部表面上にド
ームを形成して備えているプロファイル転写基板上に圧電材料の粒子を均一な層として堆
積させること（スパッタリングなど）により形成することができる。圧電素子２１０を形
成するために使用し得る一例の圧電材料として、チタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）が挙げ
られる。
【００５０】
　さらに図２Ａに示したように、凸状圧電素子２１０は駆動電極２１４の上部表面の上に
配置される。駆動電極２１４は、凸状圧電素子２１０の底部表面に接触している上部表面
を備えかつこの底部表面に形状が一致した、導電材料の薄層でもよい。従って駆動電極２
１４は、基部２０８から離れるように湾曲している中心湾曲部分と、この中心湾曲部分に
隣接している（例えば、包囲している）平面部分とをさらに含む。駆動電極２１４の中心
湾曲部分および凸状圧電素子２１０の中心湾曲部分は、合致した表面プロファイルを有し
ている。
【００５１】
　いくつかの実施態様において、駆動電極２１４は、平面的な上部表面上にドームを形成
して備えているプロファイル転写基板上に導電材料の薄層を堆積させることにより形成す
ることができる。導電材料の層（すなわち、本例においては駆動電極層）がプロファイル
転写基板上に堆積されると、堆積された駆動電極層は次いで、圧電素子２１０用の圧電材
料の薄層をその上に堆積させることができる、プロファイル転写基板としての役割を果た
し得る。駆動電極層のための導電材料は、例えば、種々の金属（例えば、Ａｕ、Ｐｔ、Ｎ
ｉ、Ｉｒなど）、合金（例えば、Ａｕ／Ｓｎ、Ｉｒ／ＴｉＷ、Ａｕ／ＴｉＷ、ＡｕＮｉな



(16) JP 2014-511055 A 2014.5.1

10

20

30

40

50

ど）、金属酸化物（例えば、ＩｒＯ2、ＮｉＯ2、ＰｔＯ2など）、またはこれらの組合せ
のうちの、１以上を含むものでもよい。
【００５２】
　いくつかの実施態様において、圧電材料を駆動電極層上に堆積させる適切な方法として
、例えば、スパッタリング、化学蒸着、物理蒸着、原子層堆積、プラズマ強化化学蒸着な
どが挙げられる。スパッタ蒸着の種類としては、マグネトロンスパッタ蒸着（ＲＦスパッ
タリングなど）、イオンビームスパッタリング、反応性スパッタリング、イオンアシスト
蒸着、高ターゲット利用率スパッタリング、および高出力インパルスマグネトロンスパッ
タリングを挙げることができる。圧電層の厚さは、圧電素子２１０が駆動電圧の下で十分
に柔軟に屈曲することができ、さらにその振動を振動素子２０２の露出外面２０４に接し
ている伝播媒体に伝達するのに十分な堅さとなるよう選択することができる。
【００５３】
　さらに図２Ａに示したように、基準電極２１２は凸状圧電素子２１０の上部表面の上に
配置される。基準電極２１２は、凸状圧電素子２１０の上部表面に接触している底部表面
を備えかつこの上部表面に形状が一致した、導電材料の薄層でもよい。従って基準電極２
１２は、基部２０８から離れるように湾曲している中心湾曲部分と、この中心湾曲部分に
隣接している（例えば、包囲している）平面部分とをさらに含む。基準電極２１２の中心
湾曲部分および凸状圧電素子２１０の中心湾曲部分は、合致した表面プロファイルを有し
ている。
【００５４】
　いくつかの実施態様において、基準電極２１２は、例えば堆積された圧電層が圧電素子
２１０を画成するようパターン化された後に、堆積された圧電層の上に導電材料の薄層を
堆積させることにより形成してもよい。基準電極層のための導電材料は、例えば、種々の
金属（例えば、Ａｕ、Ｐｔ、Ｎｉ、Ｉｒなど）、合金（例えば、Ａｕ／Ｓｎ、Ｉｒ／Ｔｉ
Ｗ、Ａｕ／ＴｉＷ、ＡｕＮｉなど）、金属酸化物（例えば、ＩｒＯ2、ＮｉＯ2、ＰｔＯ2

など）、またはこれらの組合せのうちの、１以上を含むものでもよい。
【００５５】
　さらに図２Ａに示したように、いくつかの実施態様において、振動素子２０２は随意的
に、駆動電極２１４の底部表面と接触している薄膜層２２２を駆動電極２１４の下方に含
む。いくつかの実施態様では、振動素子２０２に合わせて形成するために、薄膜層２２２
をドーム状のプロファイル転写基板上に最初に堆積させてもよい。その後、駆動電極層を
薄膜層２２２の上部表面上に堆積させ、駆動電極層の堆積後、圧電層を駆動電極層の上に
堆積させてもよい。基準電極層を圧電素子上に堆積させる前に、圧電層および駆動電極層
をパターン化して、個々の駆動電極２１４および圧電素子２１０を形成してもよい。いく
つかの実施態様では、薄膜層２２２が堆積されたプロファイル転写基板を、薄膜２２２の
底部表面の中心湾曲部分を露出させるよう完全にエッチングで除去して、電圧が印加され
たときに中心湾曲部分が屈曲できるようにしてもよい。いくつかの実施態様では、薄膜層
２２２を、エッチングプロセスにおいてエッチング停止層として機能する酸化層としても
よい。
【００５６】
　いくつかの実施態様では、圧電素子２１０が駆動電極２１４の上部表面上に形成された
後、基準電極層が堆積される前に、誘電体膜２２４の層（例えば、ＳｉＯ2、ＳｉＮ2、ま
たはこれらの組合せ）を圧電素子２１０の上部表面上に堆積させてもよい。圧電素子２１
０の湾曲部分２１８内の中心部分の上に位置する、膜２２４の中心部分を、圧電素子２１
０の上部表面の中心を露出させるようエッチングで開口させてもよい。次いで、基準電極
２１２の底部表面が誘電体膜２２４の露出上部表面と圧電素子２１０の露出上部表面とに
接触しかつこれらの露出上部表面と形状が一致するように、基準電極層を圧電素子２１０
の露出上部表面の上に堆積させてもよい。誘電体膜２２４は、駆動電極２１４を基準電極
２１２から絶縁する役割を果たすことができる。さらに誘電体膜２２４は、動作中に静止
したままの（例えば、圧電素子２１０の周囲部分２３８および平面部分２２０を含む）圧
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電素子２１０のエリアにおいて、基準電極２１２を圧電素子２１０から絶縁する役割も果
たし得る。この静止したままのエリアにおいて基準電極２１２を圧電素子２１０から絶縁
させると、このエリア内において印加される駆動電圧により圧電素子が受ける内部応力を
低減させることができる。
【００５７】
　いくつかの実施態様では、トランスデューサアレイ内に少数の振動素子しか存在してい
ない場合、各振動素子の駆動電極および基準電極への電気的接続部を、基部２０８の上部
表面に平行な同一平面内に延びる導電トレースを使って作製することができる。いくつか
の実施態様では、いくつかの振動素子の基準電極を連結させて、多数の振動素子に及ぶ共
通の基準電極を形成してもよい。いくつかの実施態様において、多くの振動素子が小さい
横領域内に配列されている場合には、基部２０８の上部表面に平行な単一平面内に、個々
の振動素子間に導電トレースを走らせるだけの十分な空間がない可能性がある。代わりに
、各鉛直に配向された電気的相互接続部を、トランスデューサアレイ内のいくつかまたは
全ての振動素子夫々に対して作製して、振動素子を基部２０８内の制御／感知回路に接続
してもよい。図２Ａに示したように、鉛直に配向された電気的相互接続部２２６を使用し
て、駆動電極２１４を基部２０８内の制御／感知回路２３０のアクティブ接続パッド２２
８に電気的に接続させる。さらに、鉛直に配向された電気的相互接続部２３２を使用して
、基準電極２１２を基部２０８内の制御／感知回路２３０の接地接続パッド２３４に電気
的に接続させる。いくつかの実施態様において、トランスデューサアレイ全体に及ぶ共通
の基準電極が使用される場合には、共通の基準電極を基部２０８内の接地接続パッドに電
気的に接続するために必要な電気的接続部は１つのみである。
【００５８】
　いくつかの実施態様では、図２Ａに示したように、振動素子２０２の柔軟部分は基部２
０８の上部表面上方で懸架されている。基部２０８の上部表面と振動素子２０２の底部表
面２０６との間の間隔は、振動素子２０２の湾曲部分２１８に鉛直方向に位置合わせされ
た孔２４１を有している、環状支持体などの支持体２３６によって作り出すことができる
。支持体２３６は、基部２０８の上部表面に取り付けられた底部表面と、振動素子２０２
の底部表面２０６に取り付けられた上部表面とを有している。駆動電極２１４の下方に膜
２２２が存在していない実施態様では、駆動電極の底部表面が振動素子２０２の底部表面
２０６としての役割を果たし得る。膜２２２が存在している場合、膜２２２の底部表面が
振動素子２０２の底部表面としての役割を果たし得る。支持体２３６はさらに、基部２０
８上の個々の振動素子を絶縁させて、隣接する振動素子間のクロストークを低減する役割
も果たし得る。いくつかの実施態様において、支持体の高さは、極小さい（例えば数μｍ
の）間隙が振動素子２０２の中心振動部分（言い換えれば、柔軟部分）と基部２０８の上
部表面との間に存在するよう、極小さくてもよい。いくつかの実施態様において、支持体
２３６の高さは、例えば１０～５０μｍ以上など、より厚いものでもよい。
【００５９】
　図２Ａに示した構成例において、基準電極２１２は圧電素子２１０の上に位置付けられ
、一方駆動電極２１４は圧電素子２１０の下方に位置付けられている。代替の構成では、
基準電極を圧電素子の下方に位置付けてもよく、一方駆動電極は圧電素子の上方に位置付
けられる。この代替の構成を有する振動素子は、低い方の金属層を基準電極層として使用
し得、一方高い方の金属層を駆動電極層として使用し得ることを除き、上述したものに類
似した手法で形成することができる。さらに、鉛直に配向された電気的相互接続部は、振
動素子内の異なる金属層へと夫々達することになる。
【００６０】
　図２Ａに示した例で続けると、いくつかの実施態様において、例えば非湿潤コーティン
グ（non-wetting coating）、ＰＥＣＶＤ酸化物コーティングなどの保護膜（図示なし）
を、基準電極２１２の上部表面上に堆積させてもよい。いくつかの実施態様において、保
護膜は、トランスデューサアレイの上部表面全体の上に堆積された連続層でもよい。保護
膜の上部表面は、堆積された任意の追加の層をその上部の上に含まない、露出されたもの
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でもよい。動作時には、トランスデューサアレイ内の振動素子の振動を伝播媒体内の圧力
波に結合させることができるよう、随意的な保護膜の露出した上部表面を、伝播媒体（組
織などの関心材料、または超音波伝達ゲルなどの接触媒質もあり得る）と直接接触させる
ようにしてもよい。
【００６１】
　随意的な保護膜は、振動素子２０２を埃や汚染から、そして場合によっては伝播媒体内
の水分または他の物質に起因する腐食から、保護することができる。さらに保護膜は、駆
動電極が圧電素子２１０の上方に置かれかつ基準電極が圧電素子２１０の下方に置かれ、
保護膜が駆動電極（ここでは振動素子の最上部に位置している）と伝播媒体（例えば、患
者の肌または組織）との間の絶縁層としての役割を果たし得る実施態様において有利にな
り得る。
【００６２】
　いくつかの実施態様では、振動素子２０２に保護膜を用いずに、使用中、基準電極２１
２の上部表面を直接伝播媒体に露出してもよい。例えば、腐食および汚染に耐性のある不
活性金属（例えば、ＡｕまたはＰｔ）から作製された連続的な基準電極を用いてトランス
デューサアレイ全体を覆い、かつ基準電極が地電位で維持される事例において、連続的な
基準電極は、振動素子の振動を伝播媒体に結合させるために使用されるトランスデューサ
デバイスの露出外面としての役割を果たし得る。
【００６３】
　いくつかの実施態様では、図２Ａに示したように、振動素子２０２の湾曲部分（基準電
極、圧電素子、および駆動電極と、基準電極、圧電素子、および／または駆動電極の、上
方、下方、またはこれらの間の、任意の追加の薄膜層とから成る中心の柔軟部分を含む）
は、駆動電極と基準電極との間に全く電圧が印加されていない状態でも湾曲したままであ
る。時変駆動電圧が駆動電極２１４と基準電極２１２との間に印加されると、振動素子２
０２の湾曲部分（またはその中心部分）が時変駆動電圧に応じて振動し得る。
【００６４】
　いくつかの実施態様では、振動素子２０２の平面部分のみが基部２０８に（例えば、支
持体２３６を介して）付着して動作中に静止したままとなり、一方振動素子２０２の湾曲
部分全体は時変駆動電圧に応じて振動する。しかしながら、いくつかの実施態様では、湾
曲部分の周囲部分２３８が動作中に静止したままとなり得、かつ湾曲部分の中心部分２４
０のみが時変駆動電圧に応じて振動するよう、湾曲部分の周囲部分２３８を支持体２３６
によって基部２０８にさらに付着させてもよい。湾曲部分の周囲部分２３８を基部に付着
させるいくつかの実施態様では、振動素子の平面部分の全てまたはいくらかを、取り外し
てもよい。
【００６５】
　いくつかの実施態様において、付着して静止したままとなる周囲部分２３８は、湾曲部
分２１８の横寸法に対して極小さい幅を占めるものでもよい。本明細書において後に示す
が、湾曲部分２１８の小さい周囲部分２３８を動作中に静止したままとすることにより、
圧電素子２１０の湾曲部分２１８と平面部分２２０との間の移行点での応力を低減させる
ことができ、振動素子２１０の寿命を延長させることができる。
【００６６】
　動作中に圧電素子２１０の湾曲部分２１８の周囲部分２３８を付着させて静止したまま
とするいくつかの実施態様において、支持体２３６による周囲部分２３８の保持の強度と
耐久性が、圧電トランスデューサデバイスの許容できる寿命の間に圧電素子２１０が電極
２１２および２１４から剥離するのを防ぐのに十分なものであれば、湾曲部分２１８の周
囲部分２３８を包囲している平面部分２２０は、サイズを小さくしてもよいし、あるいは
振動素子２０２の中から完全に取り除いてもよい。
【００６７】
　図２Ｂは、凹状の圧電素子２５０を使用した、振動素子２４２の別の構成例を示してい
る。振動素子２４２は、以下に述べる点を除き、振動素子２０２と同様に構成することが
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できる。本例の振動素子２４２において、基準電極２５２は凹状圧電素子２５０の底部表
面の下方に配置され、一方駆動電極２５４は凹状圧電素子２５０の上部表面の上方に配置
されている。随意的な薄膜層２６２を基準電極２５２の底部表面の下方に配置してもよい
。振動素子２４２の底部表面２４６は、薄膜層２６２が設けられる場合には薄膜層２６２
の底部表面であり得、あるいは薄膜層２６２が使用されない場合には基準電極２５２の底
部表面であり得る。さらに、誘電体層２６４を圧電素子および基準電極層の上に堆積させ
て、駆動電極２５４を基準電極２５２から絶縁し、かつ圧電素子２５０の上部表面上の中
心エリア外のエリアにおいて、駆動電極２５４を圧電素子２５０から絶縁させることがで
きる。
【００６８】
　さらに、随意的な保護膜２６３を使用して、駆動電極２５４の上部表面を覆ってもよい
。保護膜２６３の上部表面は、動作中に伝播媒体と接触する、振動素子２４２の露出上部
表面としての役割を果たし得る。いくつかの実施態様において、保護膜２６３は、駆動電
極２５４を伝播媒体から絶縁する役割を果たす薄い誘電体層である。
【００６９】
　さらに、鉛直に配向された電気的相互接続部２６６により、駆動電極２５４を基部２４
８内の制御／感知回路２７０のアクティブ接続パッド２６８に電気的に接続させることが
できる。鉛直に配向された電気的相互接続部２７２は、基準電極２５２を基部２４８内の
制御／感知回路２７０の接地接続パッド２７４に電気的に接続させることができる。いく
つかの実施態様において、基準電極２５２はトランスデューサデバイス内のトランスデュ
ーサアレイ全体に及ぶ連続した導電層でもよい。
【００７０】
　図２Ｂに示した例の基準電極２５２は基部２４８により近づけて配置され、かつ駆動電
極２５４は基部２４８からより離して配置されているが、代替の実施態様では、基準電極
２５２および駆動電極２５４の位置を逆にしてもよい。基準電極２５２および駆動電極２
５４の位置を逆にした場合には、電気的相互接続部２６６および２７２の長さを調節して
、振動素子２４２内の適切な電極に接続させてもよい。
【００７１】
　図２Ｂに示したように振動素子２４２は、圧電素子２５０、駆動電極２５４、および基
準電極２５２夫々が、基部２４８に向かって湾曲した各湾曲部分を含んでいることを除き
、図２Ａに示した振動素子２０２と類似している。いくつかの実施態様において、凹状の
基準電極２５２、圧電素子２５０、および駆動電極２５４は、平面部分によって包囲され
た凹み部分（すなわち逆ドーム部）を有するプロファイル転写基板の上部表面上に、基準
電極層、圧電層、および駆動電極層を順に堆積させることによって形成してもよい。
【００７２】
　いくつかの実施態様では、図２Ａに示した振動素子２０２と同様、圧電素子２４２の平
面部分２６０に加えて振動素子２４２の湾曲部分２５８の周囲部分２７８も動作中に静止
したままとし、一方湾曲部分２５８の中心部分２８０のみが時変駆動電圧に応じて振動す
る。
【００７３】
　図２Ａおよび２Ｂは、電極２１４、２１２、２５４、２５２の底部表面に接触している
電気的相互接続部２２６、２３２、２６６、２７２を示しているが、いくつかの実施態様
において電気的相互接続部は、電極の上部表面に接触し得る。
【００７４】
　いくつかの実施態様において、振動素子２４２は、基部２４８上方で懸架され、かつ支
持体２７６（例えば、圧電素子２５０の湾曲部分２５８に位置合わせされた孔２８１を有
している環状支持体）によって基部２４８に取り付けられている。図２Ｂに示した構成例
では凹状振動素子２４２が使用されているため、振動素子２４２の底部表面２４６と基部
２４８の上部表面との間の間隔は、振動素子２４２が駆動電圧または衝突圧力下で最大の
変位を受けたときに、振動部分２８０の底部が基部２４８の上部表面と接触しないように
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するのに十分な大きさであるべきである。すなわち、支持体２７６の厚さは、予想される
振動素子２４２の最大変位に適応するように選択するべきである。
【００７５】
　図２Ａおよび２Ｂでは支持体２７６を使用して振動素子を支持および懸架しているが、
いくつかの実施態様では、振動素子（振動素子２０２または２４２など）の柔軟部分下方
で基部（基部２０８または２４８など）内にキャビティを形成し、動作（例えば、駆動お
よび／または感知）している間の振動素子の変位に適応するための空間を作るようにして
もよい。あるいは、支持体２３６、２７６ではなく電気的相互接続部２２６、２７２を、
振動素子２０２、２４２と基部２０８、２４８との間の高さを画成する支持体（例えば、
環状支持体）としてもよい。
【００７６】
　図２Ａおよび２Ｂでは、圧電素子２１０、２５０を個々の振動素子に対する別々の素子
として示しているが、圧電素子は多数の振動素子に対する連続層でもよい。
【００７７】
　図２Ａおよび２Ｂでは湾曲した振動素子２０２、２４２を示しているが、振動素子は代
わりに平坦なものでもよい。図３Ａは、電圧の印加下（例えば、駆動中）および機械的圧
力の印加下（例えば、感知中）での、凸状に湾曲した圧電素子３０２の変形を示した概略
図である。
【００７８】
　図３Ａでは、圧電素子３０２が、圧電素子３０２の左表面から圧電素子３０２の右表面
を指し示しかつ圧電素子３０２の２表面に局所的に垂直な、堆積されたままのポーリング
方向を有していると仮定する。さらに、駆動電極（図示なし）が圧電素子３０２の左表面
に隣接して配置され、一方基準電極（図示なし）が圧電素子３０２の右表面に隣接して配
置されていると仮定する。この構成は、例えば図２Ａに示した構成に対応する。上記構成
に基づくと、駆動電極と基準電極との間で圧電素子３０２に亘って印加された正電圧によ
り、圧電素子３０２の左表面から右表面へと指し示す電場が圧電素子３０２内に生じ得る
。言い換えれば、印加された正電圧により、局所的に整列しかつ圧電素子３０２内のポー
リング方向に平行な電場が、圧電素子３０２内に生成される。その結果、圧電素子３０２
は収縮して圧電素子３０２の湾曲部分は左に後退し（圧電素子３０２”として示されてい
る）、湾曲した振動素子３０２のその中心軸に沿った中心Ｏは、休止位置３０４から、位
置３０４の左側の新たな位置３０８へと移動する。印加された正電圧を取り除くと、圧電
素子３０２の湾曲部分が広がってその元の形状に戻り、湾曲した振動素子３０２の中心Ｏ
はその元の休止位置３０４に戻る。圧電素子３０２が振動すると、圧電素子３０２の右側
の伝播媒体３０３内に圧力波３１０を送ることができる。
【００７９】
　いくつかの実施態様において、負電圧が圧電素子３０２に亘って駆動電極と基準電極と
の間で印加されると、圧電素子３０２は広がり得、かつ湾曲した圧電素子３０２（ここで
は３０２’として図示されている）の中心Ｏは、休止位置３０４のさらに右側の新たな位
置３０６まで移動され得る。負電圧を取り除くと、湾曲した圧電素子３０２の中心Ｏをそ
の元の休止位置３０４まで戻すことができる。
【００８０】
　いくつかの実施態様では、交流の負電圧および正電圧の信号を含む駆動信号を使用して
、最大正変位位置および最大負変位位置（例えば、中心位置３０６および３０８に関連し
た位置）の間で振動素子を振動させることができる。いくつかの実施態様では、正電圧の
みを使用して振動素子を駆動させ、一定の基準電圧を超えるパルスとして正電圧信号を印
加してもよい。いくつかの実施態様では、振動素子を駆動するときに、負電圧信号を使用
しないようにすると有利である。例えば、図３Ａに示した構成において、負の駆動電圧は
圧電素子３０２のポーリング方向に反平行な電場を誘導することになり、これにより圧電
素子３０２が脱分極し易くなって、圧電素子３０２の性能を時間とともに劣化させること
に繋がり得る。
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【００８１】
　いくつかの実施態様では、振動素子が感知モードにあって、湾曲した圧電素子３０２に
電圧が印加されていないとき、湾曲した圧電素子３０２は加えられた機械的圧力に応じて
変形し得る。例えば、伝播媒体３０３内の圧力波が反射されて振動素子へと戻りかつ振動
素子の露出表面により遮られると、圧電素子３０２の湾曲表面は休止位置から、休止位置
の左側の位置まで押され得、湾曲した圧電素子３０２の中心Ｏは、休止位置３０４から、
休止位置３０４の左側の新たな位置まで動かされ得る。この変形の結果、振動素子３０２
の左表面と右表面との間で電圧差が生じ得る。この電圧差のタイミングおよび強度を使用
して、伝播媒体３０３内において圧力波の反射を生じさせた、伝播媒体３０３内の密度お
よび弾性係数の変化（従って、伝播媒体３０３内の物体または構造変化の位置）を判定す
ることができる。
【００８２】
　いくつかの実施態様では、トランスデューサアレイ内の同じ振動素子を、伝播媒体３０
３内で圧力波を駆動するためにも、伝播媒体３０３から反射された圧力波を感知するため
にも使用することができる。振動素子は、基部内のスイッチング回路により生成される制
御信号に基づいて、駆動モードと感知モードとの間で切り替えることができる。いくつか
の実施態様では、駆動および感知のために使用される振動素子をトランスデューサアレイ
内で分離させてもよく、例えば、駆動用振動素子および感知用振動素子をトランスデュー
サアレイ内で交互に配列させて、同調して動作するようにしてもよい。
【００８３】
　図３Ａは、右を指し示している堆積されたままのポーリング方向を有したドーム型すな
わち凸状の圧電素子３０２を示しているが、ドーム型圧電素子の振動の駆動および感知に
使用される同じ原理が、窪んだ形状すなわち凹状の圧電素子の振動の駆動および感知にも
当てはまる。
【００８４】
　例えば図３Ｂに示したように、窪んだ形状の圧電素子３２２は、圧電素子３２２の左表
面から右表面を指し示す堆積されたままのポーリング方向を有し、駆動電極（図示なし）
が窪んだ形状の圧電素子３２２の左側に配置され、かつ基準電極（図示なし）が窪んだ形
状の圧電素子３２２の右側に配置されていると仮定する。
【００８５】
　上記構成によれば、正電圧が駆動電極と基準電極との間に印加されると、圧電素子３２
２内に電場を誘導することができる。誘導された電場は、整列しかつ圧電素子３２２のポ
ーリング方向に平行である。その結果、圧電素子３２２を収縮させることができ（例えば
、圧電素子３２２’で表されている）、湾曲した圧電素子３２２の中心Ｏは、休止位置３
２４の右側の新たな位置３２６にシフトされ得る。正電圧が取り除かれると、圧電素子３
２２はその元の休止形状に戻る。振動素子３２２の振動によって、振動素子の露出凹状表
面に接触している伝播媒体３３３内に、圧力波３３０を励起することができる。
【００８６】
　同様に、反射された圧力波によって振動素子３２２の窪んだ形状の右表面上に機械的な
圧力が加わると、圧電素子３２２は左に伸ばされ得る（例えば、圧電素子３２２”で表さ
れている）。圧電素子３２２の中心Ｏは、その休止位置３２４から新たな位置３２８へと
移動され得、圧電素子３２２の左表面と右表面との間に電圧差が誘導され得る。この電圧
差のタイミングおよび強度を使用して、伝播媒体３３３内の密度および弾性係数の変化を
判定し、反射された圧力波を生じさせた伝播媒体３３３内の物体または構造変化の位置を
推定することができる。
【００８７】
　前に明記したように、スパッタ圧電材料は大きな堆積されたままのポーリングを有し得
る。圧電材料のスパッタリングに使用される環境の中には、スパッタリング中に直流（Ｄ
Ｃ）バイアスを含むものもある。ＤＣ電場によって、圧電材料はＤＣ電場の方向に分極し
得る。いくつかの実施態様において、堆積された圧電層（例えば、スパッタＰＺＴ）内で
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の堆積されたままのポーリング方向は、下層のプロファイル転写基板の表面に局所的に垂
直であって、基板表面から離れる方向を指し示しているものでもよい。
【００８８】
　圧電素子における所望のポーリング方向が、堆積されたままのポーリング方向とは異な
っている場合、圧電膜をプロファイル転写基板上に堆積させた後に、これをひっくり返し
て別の基板に接合させて、所望のポーリング方向を得てもよい。
【００８９】
　図３Ａおよび３Ｂは湾曲した圧電素子３０２、３２２を示しているが、圧電素子は代わ
りに平坦なものでもよい。
【００９０】
　図４Ａは、凸状圧電膜の部分断面の走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）画像４００を示したも
のである。画像４００は、ドーム型イリジウム電極層４０４上に堆積されたスパッタＰＺ
Ｔ層４０２の結晶粒構造を示している。ドーム型イリジウム電極層４０４はシリコン基板
上に懸架されている。
【００９１】
　ＰＺＴ層４０２内部の結晶粒構造は概略円柱状であり、全てのまたは実質的に全ての円
柱状結晶粒は、湾曲したＰＺＴ層４０２の表面に対して局所的に垂直である。図４Ａに示
されている整列した円柱状ＰＺＴ結晶粒構造は、湾曲した下層上（例えば、エッチング停
止層またはプロファイル転写基板の、湾曲表面上）にＰＺＴを徐々に堆積または成長させ
ると現れる。圧電膜の湾曲表面に局所的に垂直な整列した円柱状結晶粒構造は、湾曲した
膜へと研削されたバルク圧電材料内では生じる可能性がないであろう。また、このような
結晶粒の整列および配向は、射出成形により形成された湾曲した圧電膜内でも生じる可能
性がないであろう。
【００９２】
　スパッタＰＺＴ膜内の結晶粒構造が、整列しかつＰＺＴ膜の湾曲表面に局所的に垂直で
あると、膜の振動中に膜内に生じる局所的な内部応力の量は、ランダムに配向された結晶
粒構造を有している膜（例えば、バルクＰＺＴまたは射出成形により形成された膜内など
）に比べて減少する。局所的な内部応力の量が減少すると、図４Ａに示されているような
整列した円柱状結晶粒を有しているＰＺＴ膜は、他の従来の方法（例えば、研削または射
出成形によるもの）を用いて生成された膜よりも長い耐用期間を享受することができる。
【００９３】
　図４Ｂは、スパッタＰＺＴ膜４０２の湾曲部分と平面部分との間の移行領域４１２付近
の、湾曲したスパッタＰＺＴ膜４０２を示した拡大ＳＥＭ画像４１０である。移行領域４
１２内のスパッタＰＺＴの結晶粒構造は、移行領域４１２の中心に向かって押しつぶされ
ている。移行領域４１２は、結晶粒構造がより平行かつ整列しているスパッタＰＺＴ膜４
０２内の他のより均質な領域よりも、振動中の強度は弱い。
【００９４】
　通常は動作中、圧電膜の振動部分と静止部分との間の境界付近で、より大きな応力が圧
電膜内に生成される。その結果、圧電膜４０２の平面部分と湾曲部分の間の移行点が、厳
密に圧電膜４０２の振動部分と静止部分の間の移行点の位置に置かれた場合（例えば、圧
電膜４０２の平面部分のみを基部に付着させ、圧電膜４０２の湾曲部分を付着させないと
き）、圧電膜４０２は使用が長期になると破損し易くなる可能性がある。
【００９５】
　いくつかの実施態様では、ＰＺＴ膜４０２の湾曲部分の周囲部分を基部に付着させて、
動作中静止したままとしてもよい（例えば、図２Ａ～２Ｂの構成において示したように）
。言い換えれば、圧電膜４０２の湾曲部分と平面部分との間のより強度の弱い移行点を、
圧電膜４０２の振動部分と静止部分との間の移行点から離れるよう移動させる。代わりに
、振動部分と静止部分との間の移行点を、圧電膜４０２の、より強くより整列している均
質部分（例えば、圧電膜４０２の湾曲部分内）に移動させる。高応力領域を圧電膜４０２
内のより強い領域にシフトさせることによって、圧電膜４０２の振動中に生じる内部応力
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で圧電膜４０２が破損する傾向が少なくなる。
【００９６】
　図４Ａおよび４Ｂは、スパッタ圧電層４０２および電極層４０４を含んだ湾曲した圧電
膜を示しているが、圧電膜は代わりに平坦なものでもよい。平坦なスパッタ圧電層は、湾
曲したスパッタ圧電層と同じ円柱状結晶粒構造の利点を有する。平坦な圧電層の表面に対
し、円柱状結晶粒構造は局所的に垂直である。平坦な圧電層は平面的であるため、湾曲部
分と平面部分との間の移行領域を有していない。すなわち平坦な圧電膜は、基部に取り付
けられ得る位置において、より柔軟性がある。
【００９７】
　上で示したように、図２Ａ～４Ｂは、トランスデューサデバイスのトランスデューサア
レイ内で使用することができる個々の振動素子の設計および構造の例を示したものである
。圧電トランスデューサデバイスは、夫々が多数の振動素子を含んだ、１以上のトランス
デューサアレイを含み得る。図５Ａは、超音波トランスデューサデバイス５０４内に含ま
れ得る、一例の六角形トランスデューサアレイ５０２を示している。一実施態様例におい
て、２５μｍのサイズを有する約１０００個の振動素子５０６を、横寸法がおよそ３ｍｍ
の六角形アレイ５０２内に配列してもよい。別の実施態様例において、６０μｍのサイズ
を有する約４００個の振動素子を、横寸法がおよそ３ｍｍの六角形アレイ内に配列しても
よい。さらに別の実施態様例において、６０μｍのサイズを有する約３７８個の振動素子
を、横寸法が２．１３ｍｍの正方形アレイ内に配列してもよい。上記の寸法は実例であっ
て、他の寸法の振動素子およびアレイサイズ、ピッチ、および配置が可能である。上記の
寸法例は、例えば血管内の診断または治療的用途のための超音波デバイスに適したものと
し得る。
【００９８】
　図５Ｂは、図５Ａに示したトランスデューサデバイス５０４内のトランスデューサアレ
イ５０２の、断面の斜視図を示している。図５Ｂに示したように、トランスデューサアレ
イ５０２の上部表面５０８は露出しており、伝播媒体と接触させることができる。トラン
スデューサアレイ５０２内の振動素子５０６の上部表面が駆動電圧に応じて振動すると、
振動素子５０６の上部表面の振動により伝播媒体内に圧力波が生成され得る。
【００９９】
　図５Ｂに示したように、トランスデューサアレイ５０２内の振動素子５０６は振動部分
５１０を含み、この振動部分５１０は、振動部分５１０と基部５１６の上部表面とに取り
付けられた環状支持体（例えば、環状金属シール５１４）により生成される、キャビティ
すなわち孔５１２の上方に懸架されている。環状金属シール５１４は、振動素子５０６の
平面部分の他、振動素子５０６の湾曲部分の周囲部分に取り付けられている。さらに、各
振動素子５０６を支持している環状金属シール５１４は、他の振動素子５０６を支持して
いる環状金属シールから、例えば空気間隙または真空間隙５１８により絶縁されている。
いくつかの実施態様において、環状シール５１４の厚さおよび幅は、シール５１４がトラ
ンスデューサアレイ５０２内の隣接する振動素子５０６間の振動クロストークを実質的に
防ぐように選択される。いくつかの実施態様では、バッキング層を基部５１６の上部表面
上方のキャビティ５１２内に入れ、反射された圧力波から振動素子５０６に伝達されるエ
ネルギーを吸収することで、振動素子５０６の振動により生じる、感知信号およびキャビ
ティ５１２内のエコーにおけるノイズを低減することができる。
【０１００】
　図５Ｂは湾曲した振動素子５０６を示しているが、振動素子は代わりに平坦なものでも
よい。
【０１０１】
　いくつかの実施態様において、環状金属シール５１４は共晶接合プロセスを用いて生成
してもよい。例えば、トランスデューサアレイ５０２の振動素子５０６と基部５１６とを
別個のプロセスで用意してもよい。次いで、振動素子５０６のアレイの底部表面と基部５
１６の上部表面の夫々の対応する位置に、共晶接合技術を用いて接合させ得る金属をめっ
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きしてもよい。その後、振動素子５０６のアレイを基部５１６の金属がめっきされた位置
に接合させてもよい。この接合金属が、振動素子５０６を基部５１６に取り付ける環状シ
ール５１４を形成し得る。いくつかの実施態様において、他の適切な材料（例えば、セラ
ミック）を用いてシールを形成してもよい。
【０１０２】
　いくつかの実施態様において基部５１６は、制御信号を振動素子に提供し、かつ振動素
子から受信した感知信号を記録する（例えば、圧縮、一括、および送信する）、ＡＳＩＣ
層を含んでいる。従って、環状シール５１４に加え、電気接続パッドおよび接続突起を、
電気的アースとなる基部５１６の上部表面上と、基部５１６内のＡＳＩＣ層の駆動／感知
回路のおよびアクティブ素子上とにめっきしてもよい。対応する電気接続パッドおよび接
続突起をトランスデューサアレイ５０２の底部表面上にめっきしてもよく、この場合接続
パッドは、トランスデューサアレイ５０２内の振動素子５０６の個々の駆動電極に電気的
に接続される。
【０１０３】
　基部５１６内のＡＳＩＣ層は、トランスデューサアレイ５０２に対応した駆動または感
知用集積回路のアレイを含み、例えば振動素子５０６夫々に対して１回路を含む。ＡＳＩ
Ｃ層内のアレイの各回路は、同じ回路構造および機能を有していてもよい。さらに、トラ
ンスデューサアレイ５０２に対応しかつＡＳＩＣ層内の回路のアレイに対応している、鉛
直に延在した電気的相互接続部のアレイが存在し、例えば振動素子５０６夫々に対して、
この振動素子５０６の駆動電極に接続するための少なくとも１つの鉛直に延在した電気的
相互接続部が存在している。トランスデューサアレイ５０２に対し共通の基準電極が存在
している場合、少なくとも１つの鉛直に延在している電気的接続部が、基部５１６内のＡ
ＳＩＣ層を基準電極に接続させる。鉛直に延在した電気的接続部のアレイを基準電極に対
して設けてもよいが、駆動電極に対する鉛直に延在した電気的接続部よりも少なくてもよ
い。各振動素子に対して基準電極が存在している場合、各基準電極に対して鉛直に延在し
た電気的接続部が存在することになり、すなわち各振動素子に対して、駆動電極に対する
１つと基準電極に対する１つの、２つの鉛直に延在した電気的接続部が存在することにな
る。
【０１０４】
　鉛直に延在した電気的相互接続部は、環状シール５１４を用いて、または接合パッド５
２０に接続する鉛直に配向された電気的相互接続部２３２（図２Ａ参照）などの他の導電
素子を用いて、提供してもよい。すなわち振動素子５０６夫々を、ＡＳＩＣ内の関連する
回路に、関連した鉛直に延在している相互接続部により接続してもよい。この構成では、
振動素子からのリード線は、トランスデューサアレイの表面上で大きな空間を必要としな
い。結果として振動素子５０６は、横方向に延在したリード線を有するシステムと比較し
てより密接させて充填することができ、このようにより密接させて充填することで画質の
向上が可能になる。
【０１０５】
　トランスデューサアレイ５０２の底部表面および基部５１６の上部表面を金属環状シー
ル５１４の位置で（例えば、共晶接合プロセスにより）接合すると、トランスデューサア
レイ５０２の底部表面上にめっきされた電気的接続突起を基部５１６の上部表面上にめっ
きされた電気的接続突起に（例えば、共晶接合プロセスにより）接合して、トランスデュ
ーサアレイ５０２内の個々の駆動電極を基部５１６内のＡＳＩＣ層のその夫々の駆動およ
び／または感知回路に電気的に接続させる、鉛直に配向された電気的相互接続部を形成す
ることができる。さらに、いくつかの実施態様において、接地電極は共有の共通の接地電
極でもよく、かつ接地電極と基部５１６内のＡＳＩＣ層の電気的アースとの間に、単一の
鉛直に配向された相互接続部を設けてもよい。基準電極のための単一の鉛直に配向された
相互接続部も、例えば共晶接合プロセスを用いて形成することができる。
【０１０６】
　図５Ｃは、振動素子５０６の柔軟部分、この柔軟部分を支持している環状シール５１４
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、および駆動電極への電気接続パッド５２０を示した、トランスデューサアレイ５０２の
拡大上面図を示している。いくつかの実施態様において、駆動電極は振動素子５０６の底
部に位置し、駆動電極に対する電気的接続部は、駆動電極層内の電気接続パッドから基部
５１６の上部表面内の対応する接続パッドまで鉛直下方に直接向かうことができる。いく
つかの実施態様では、駆動電極は振動素子５０６の上部に位置し、駆動電極に対する電気
的接続部は圧電層および基準電極層の各開口を通過して、駆動電極層内の電気接続パッド
から基部５１６の上部表面上の電気接続パッドまで鉛直下方に向かうことができる。
【０１０７】
　本明細書において上に明記したように、振動素子５０６の振動部分のサイズ（例えば、
半径）およびトランスデューサアレイ５０２内の振動素子５０６の間隔（すなわちピッチ
）は、超音波トランスデューサデバイス５０４の所望の画像分解能に基づいて選択しても
よい。振動素子のサイズと振動素子間の間隔／ピッチが小さくなればなるほど、超音波ト
ランスデューサの分解能は向上する。いくつかの実施態様において、振動素子５０６の柔
軟部分のサイズ（例えば、半径）は、２０μｍから７０μｍまでの間の範囲のものでもよ
い。トランスデューサデバイスのアレイのサイズは、所望の画像化エリアと所望のトラン
スデューサデバイス５０４のサイズに基づいて選択してもよい。例えば、血管内用途では
、アレイのサイズを少なくとも２つの直交方向において２ｍｍ未満としてもよい。
【０１０８】
　いくつかの実施態様において、トランスデューサアレイにおける湾曲した振動素子の高
さ（例えば、ドーム型または窪んだ形状の圧電素子の高さ）は、所望の動作範囲または共
振周波数と、予想される伝播媒体のインピーダンスに合致する適切なインピーダンスとに
基づいて選択してもよい。例えば、超音波トランスデューサでは、共振周波数は２０ｋＨ
ｚから３０ＭＨｚまでの範囲のものでもよい。医学的用途では、共振周波数は典型的には
１ＭＨｚから１５ＭＨｚまでの範囲である。振動素子５０６内の圧電素子の厚さは、例え
ば３μｍから６μｍまでの範囲とし得る。湾曲した圧電素子の高さは、例えば１．５μｍ
から１０μｍでもよい。トランスデューサアレイの共振周波数およびインピーダンスは、
種々の用途におけるニーズに合うよう高度に調整可能である。一実施態様例において、半
径５０μｍおよびドーム角度２５°のドーム型振動素子では、共振周波数は約１４．３Ｍ
Ｈｚ、かつ電気インピーダンスは１５ＭＨｚで約１．２ｋΩである。変位は約８２Å／Ｖ
である。
【０１０９】
　いくつかの実施態様では、従来の超音波トランスデューサを１００～２００ボルト以上
で使用して得られる信号強度と同等な信号強度を得るための、マイクロドーム／凹部のト
ランスデューサアレイの駆動電圧を、５～１０Ｖとすることができる。例えば、マイクロ
ドーム／凹部アレイに基づく超音波トランスデューサデバイスは、１５ＭＨｚの駆動周波
数で最大３ＭＰａ／Ｖまでの駆動効率を有し得る。受信機として、マイクロドームアレイ
に基づく超音波トランスデューサデバイスは、１５ＭＨｚの駆動周波数で最大０．５μＶ
／Ｐａまでの感度を有し得る。さらに、トランスデューサアレイに基づくマイクロドーム
／凹部の挿入損失は、他の従来のトランスデューサ技術における２０ｄＢの損失に比較し
て、最大５０％（６ｄＢ）の挿入損失を有し得る。
【０１１０】
　いくつかの実施態様では、本明細書において説明した半導体製造プロセスに基づいて、
マイクロドーム／凹部トランスデューサアレイの各振動素子を、トランスデューサアレイ
が生成し得る超音波の波長に比べて極小さく作製することができる。さらに、隣接する振
動素子間のピッチは、バルク圧電材料から振動素子を作製する場合に使用されるダイシン
グブレードのサイズによって制限されることはない。トランスデューサアレイは小さい振
動素子で作製可能であり、かつ駆動波長の半分未満のピッチを有しているため、各振動素
子は均一な円形の波面を有する波を放出するための点波源として機能し得る。すなわち、
振動するトランスデューサアレイ全体を使用して、望ましくないサイドローブを全く含ま
ない、所望の波面方向、焦点、および形状のビームを形成することができる。さらに、ト



(26) JP 2014-511055 A 2014.5.1

10

20

30

40

50

ランスデューサアレイのエッジに位置する振動素子の放射パターンにより、振動素子の全
方向放射パターンが、さらにトランスデューサデバイスの受容角度をより大きなものとす
る。
【０１１１】
　前に明記したように、トランスデューサアレイ内の個々の振動素子に繋がる導電トレー
スを振動素子の駆動電極と同じ平面内に有することは可能であるが、このようなトレース
は、少数の振動素子がトランスデューサアレイ内に存在し（例えば、４×４アレイ）かつ
振動素子間の間隔が十分に広い（例えば、２０～３０μｍ）ときに可能である。高分解能
で小型のトランスデューサデバイスが望ましいとき、トランスデューサアレイの真下に一
体型ＡＳＩＣ層を位置付けて提供することができ、このときトランスデューサアレイ内の
駆動電極と一体型ＡＳＩＣ層との間に、鉛直に配向された電気的相互接続部を形成しても
よい。高分解能で小型のトランスデューサデバイスは、例えば、１０００個以上の振動素
子など、２００個超の振動素子を有するものでもよく、そのピッチは１００～２００μｍ
、６５μｍ以下、または３０μｍ以下など、約２００μｍ未満でもよく、および／または
、その分解能は０．１ｍｍ以下または０．０６ｍｍ以下など、約０．２５ｍｍ未満でもよ
い。
【０１１２】
　例えば、多数（例えば、１０００個）の振動素子が小さいエリア内（例えば、半径３ｍ
ｍの円内）にぎっしり充填されると、個々のトレースを駆動電極から延ばす十分な空間が
駆動電極と同じ平面内に存在しない。代わりに、鉛直に配向された電気的接続部を、各駆
動電極のための小さい電気接続パッドからトランスデューサアレイ下方の基部内の一体型
ＡＳＩＣ層まで作製してもよい。一体型ＡＳＩＣ層は、ＮＭＯＳトランジスタから作製さ
れた多層の回路を有し得る。ＡＳＩＣ層の設計は、トランスデューサアレイ内の各駆動電
極に送られる多数の個々の制御出力部（例えば、１０００～２０００）を収容し、外部入
力接続部を１００～２００のみ使用するものとすることができる。同じ外部入力接続部を
、感知電圧信号を外部の画像化デバイスに送信する、出力接続部として使用することもで
きる。
【０１１３】
　図６は、マイクロドーム／凹部トランスデューサアレイを含むトランスデューサデバイ
ス６０２の、基部内の一体型ＡＳＩＣ層において実施可能な機能の例を示したものである
。一体型ＡＳＩＣ層によって、トランスデューサデバイスを使用するために必要な外部接
続部の数を大幅に減少させることができる。外部接続部が少なくなると、トランスデュー
サデバイスの全体的なサイズの縮小に繋がる。さらに、トランスデューサデバイスのＡＳ
ＩＣ層内のボード上で多くのデータ処理を実行することができ、すなわちトランスデュー
サアレイを駆動するために必要な信号を処理したりトランスデューサアレイから受信した
信号を分析したりするために要する、外部設備を減少または単純化することもできる。
【０１１４】
　図６に示したように、いくつかの実施態様では、合成された制御信号をＡＳＩＣ層の少
数の外部入力接続部を通してＡＳＩＣ層に提供してもよい。合成された制御信号を、デシ
リアライザ６０４によりデシリアライズしてもよい。デシリアライズされた制御信号は、
デマルチプレクサ６０６により逆多重化され得、逆多重化信号に対する夫々のタイミング
制御を逆多重化信号に加えてもよい。デジタル－アナログ変換器６０８をＡＳＩＣ層に提
供し、デジタル制御信号をトランスデューサアレイ内の個々の振動素子に対する駆動電圧
信号に変換することができる。各時間遅延を、プログラム可能な時間遅延コントローラ６
１０により個々の駆動電圧信号に加えて、所望のビーム形状、焦点、および方向を生成す
ることができる。スイッチ６１２を提供して、トランスデューサアレイの動作を駆動モー
ドと受信モードとの間で切り替えることができる。トランスデューサデバイス６０２が受
信モードにあるときには、アナログ－デジタル変換器６１４を使用して、受信した電圧信
号をデジタル信号に変換することができる。デジタル信号はデータ圧縮ユニット６１６に
より圧縮され、さらにマルチプレクサ６１８により多重化される。多重化信号はシリアラ
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イザ６２０によりシリアライズしてもよく、かつＡＳＩＣ層の外部出力接続部（例えば、
駆動モード中に入力の受信に使用した同一の外部接続部）を通して外部処理設備に返信す
ることができる。上記機能は、一体型ＡＳＩＣ層を使用して実施することができる機能の
単なる実例である。より多くまたはより少ない機能が、種々の実施態様のＡＳＩＣ層に含
まれ得る。さらに、厳密な実施態様、ＡＳＩＣ層は、用途依存となり得、トランスデュー
サアレイのサイズ、形状、および配置に依存し得る。
【０１１５】
　本明細書および請求項を通じて使用される「前」、「後」、「上部」、「底部」、「左
」、「右」、「上」、「上方」および「下方」などの用語は、システムの種々の構成要素
の相対位置や、本書において説明される種々の構成要素の種々の部分の相対位置を説明す
るためのものである。同様に、本明細書および請求項を通じて使用されている任意の水平
または鉛直という用語は、システムの種々の構成要素の相対的配向や、本書において説明
される種々の構成要素の種々の部分の相対的配向を説明するためのものである。以下に明
記される相対的配向または相対位置が特定の構成要素、システム、またはデバイスに関す
る説明の中で明確に述べられている場合を除き、こういった用語を使用することで、（１
）地球の重力の方向、（２）地球の地面またはグラウンド・プレーン、（３）システム、
デバイス、またはその特定の構成要素が、実際の製造、使用、または輸送時に有し得る方
向、または（４）システム、デバイス、またはその特定の構成要素が、実際の製造、使用
、または輸送中に配置され得る表面、に対する、システム、デバイス、構成要素、または
その部分の、いかなる特定の位置または配向をも意味するものではない。
【０１１６】
　本発明のいくつかの実施形態を説明してきた。しかしながら、本発明の精神および範囲
から逸脱することなく種々の改変が作製可能であることを理解されたい。例えば、いくつ
かのプロセスステップは、異なる順で実行してもよいし、変更してもよいし、あるいは省
略してもよい。振動素子、電極、および電気的接続部の配置および構成は変化させてもよ
い。
【符号の説明】
【０１１７】
　　１０２、１１２、１２２、１３２、１４２、１５２、１６２、１７２　　トランスデ
ューサデバイス
　　１０６、１１６、１２６、１３６、１４６、１５６　　トランスデューサアレイ
　　１１０、１２０、１３０、１４０、１５０、１６０、１７０、１８０　　ワイヤ
　　１６８、１７８　　下位アレイ
　　２０２、２４２　　振動素子
　　２０８、２４８　　基部
　　２１０、２５０　　圧電素子
　　２１２、２５２　　基準電極
　　２１４、２５４　　駆動電極
　　２１８、２５８　　湾曲部分
　　２２０、２６０　　平面部分
　　２２６、２３２、２６６、２７２　　電気的相互接続部
　　２２８、２６８　　アクティブ接続パッド
　　２３０、２７０　　制御／感知回路
　　２３４、２７４　　接地接続パッド
　　２３８、２７８　　周囲部分
　　２４０、２８０　　中心部分
　　３０２、３２２　　圧電素子
　　３０３、３３３　　伝播媒体
　　３１０、３３０　　圧力波
　　４１２　　移行領域
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　　４０２　　ＰＺＴ層
　　４０４　　電極層
　　５０２　　トランスデューサアレイ
　　５０４　　トランスデューサデバイス
　　５０６　　振動素子
　　５１４　　環状金属シール
　　５１６　　基部
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